
幼稚園就園奨励費補助制度(市単独補助分)の見直しについて【財政対策関連】 

 

はじめに 

 逗子市では、少子高齢化による市税の減少や社会保障費の増加という傾向が今後も続くものと考えら

れます。 

 こうした状況に対応するため、財政対策プログラムを策定し、人件費の削減、事務事業の見直しなど

を行い、将来に渡る安定した財政運営を維持していく取り組みを行っています。 

 このため、幼稚園就園奨励事業について、平成 30 年度の事業費を緊急的に削減する対応を行っている

ところですが、平成 31 年度以降も事業費の削減を継続する方向で検討しています。 

 このことにつきまして、皆様の意見を広く募集します。 

※財政対策プログラムについては、本資料に添付していますので、ご参照ください。 

 

○見直しの視点 

 ◇平成 20 年代に入り、国庫補助の増額と対象の拡大が年々なされ、市単独補助の意義が以前より薄れ

てきています。 

 ◇近隣市等の例を参考に、本市の市単独補助の在り方について見直しを行います。 

 

○国庫補助額の変遷と補助の必要性 

年度 
第 1子 

第 2子 第 3子以降 
生活保護世帯 非課税世帯等 年収360万まで 年収680万まで 

H22 220,000 円 190,000 円 106,000 円 43,600 円 平成 26 年度 

所得制限撤廃 

平成 27 年度 

所得制限撤廃  

H29 308,000 円 272,000 円 139,200 円 62,200 円 

差額 88,000 円 82,000 円 33,200 円 18,600 円 154,000 円 308,000 円 

◇国庫補助の充実化が年々図られた結果、第 1 子分では国庫補助の増額が図られ、全ての所得階層

で国庫補助額が市単独補助額(16,000 円)を上回って増額しています。第 2 子・第 3 子分について

は、平成 26 年度・27 年度と相次いで所得制限が廃止され、全ての世帯を対象に手厚い給付がな

されるようになりました。 

  ◇一方、国庫補助対象外世帯(概ね年収 680 万円を超える世帯)の第 1 子は補助が無く、他制度の支給

水準を考慮しつつ、国庫補助対象外世帯を対象とした補助の必要性は依然あるものと考えます。 

 

○県内各市の状況 

  県内各市の動向では、多くの市が国庫補助を上回る補助を行っていますが、国庫補助のみ行っている

市が３市、国庫補助を下回る市が２市となっています。 

①国庫補助額と同額……横須賀市・平塚市・小田原市 

②国庫補助額を下回る額…三浦市・南足柄市 

③国庫補助額を上回る額…その他の市 

 

○隣接市の第 1 子の支給状況 

市 町 名 支 給 内 容 

横須賀市 国庫補助額のみ(市単独補助は無し) 

鎌倉市 国庫補助対象外の世帯に、第 1子＝30,000 円 

  ⇒隣接する両市ともに、国庫補助対象世帯は国庫補助単価分のみ補助されています。 

 



○制度変更(案) 

  ◇県内各市及び隣接市の状況を踏まえ、国庫補助分の所得制限で受給できない世帯の内、児童手当受

給世帯の所得水準(所得の計算方法が異なるため完全に一致はしません。)を準用し、市町村民税が

211,201 円以上 301,000 円未満(世帯年収が概ね 930 万円)の世帯を市単独補助の対象とします。(国

の保育料第 6 階層(年収 930 万円程度)まで) 

 ◇支給額は、従前のとおり第 1 子の年額 16,000 円を継続します。 

 

 【制度設計概要図】 
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308,000円 272,000円 272,000円 139,200円 62,200円 16,000円 154,000円 308,000円 

  【注】国の保育料第 6 階層(世帯年収 930 万円程度)まで支給≒概ね児童手当支給対象世帯の水準 

 

○支給実績と市の負担状況 

項目 
国庫補助分 市単独補助分 

市負担額計 
対象人数 支出額 対象人数 支出額 

平成 22 年度 456 人 

 

41,280,100 円 

内 市負担額 

31,683,100 円 

国庫補助額 

9,597,000 円 

870 人 13,920,000 円 45,603,100 円 

 
※事業の総支給額 

55,200,100 円 

平成 28 年度 569 人 

第 2 子・第 3

子の所得制

限撤廃等に

よる増 

79,644,600 円 

内 市負担額 

55,218,600 円 

国庫補助額 

24,426,000 円 

767 人 

在園児の減

少による減 

12,878,000 円 68,096,600 円 

 
※事業の総支給額 

92,522,600 円 

市負担額の差 113 人 23,535,500 円 －103 人 －1,042,000 22,493,500 円 

  ※国庫補助分も制度上、市の負担が生じる(実績で約 3/4 が市の負担) 

  ※幼稚園在園児童数全体は 103 人減少しているが、国庫補助分の支給対象児童は 113 人増。 

 

〇国の制度として「幼児教育の無償化」が実施された場合の対応 

 ◇国の制度として、全ての世帯を対象とした「幼児教育の無償化」が実施された場合は、市単独補助

の目的が無くなったものとしてこの制度を廃止する予定です。 
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